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独立行政法人環境再生保全機構 

（承 継 勘 定） 



 



（承継勘定） （単位：円）

（資産の部）
Ⅰ　流動資産

現金及び預金 1,534,078,649
割賦譲渡元金 33,099,341 33,099,341
未収収益 447,796
未収金 384,273
前払費用 106,727

　流動資産合計 1,568,116,786
Ⅱ　固定資産
　１　有形固定資産

建物附属設備 19,778,727
減価償却累計額 △ 17,259,645 2,519,082

工具器具備品 10,457,522
減価償却累計額 △ 6,563,634 3,893,888

　有形固定資産合計 6,412,970
　２　無形固定資産

ソフトウェア 1,265,191
その他無形固定資産 273,000

　無形固定資産合計 1,538,191
　３　投資その他の資産

敷金保証金 81,541,920
破産更生債権等 149,076,212

貸倒引当金 △ 130,036,212 19,040,000
前払年金費用 14,423,443

　投資その他の資産合計 115,005,363
　固定資産合計 122,956,524

　　　　　　資産合計 1,691,073,310
（負債の部）
Ⅰ　流動負債

未払金 33,079,730
未払費用 560,325
リース債務 1,011,001
預り金 76,575
引当金

賞与引当金 3,551,426 3,551,426
　流動負債合計 38,279,057

Ⅱ　固定負債
資産見返負債（注）

資産見返運営費交付金（注） 489,077 489,077
引当金

退職給付引当金 58,013,441 58,013,441
長期リース債務 2,785,785

　固定負債合計 61,288,303
　　　　　　負債合計 99,567,360
（純資産の部）
Ⅰ　資本金

政府出資金 481,827,123
　資本金合計 481,827,123

Ⅱ　資本剰余金
その他行政コスト累計額（注）
　除売却差額相当累計額（注） △ 22,191,400 △ 22,191,400

　資本剰余金合計 △ 22,191,400
Ⅲ　利益剰余金

前中期目標期間繰越積立金（注） 569,504,900
積立金 446,665,057
当期未処分利益 115,700,270
（うち当期総利益） (115,700,270)

　利益剰余金合計 1,131,870,227
　　　　　　純資産合計 1,591,505,950
　　　　　　負債純資産合計 1,691,073,310
　（注）は、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目であります。

金　額科　目

貸借対照表
（令和８年３月３１日）
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行政コスト計算書

（承継勘定） （単位：円）

Ⅰ　損益計算書上の費用

一般管理費 87,056,420

財務費用 77,358

　　損益計算書上の費用合計 87,133,778

Ⅱ その他行政コスト

　　その他行政コスト合計 0

Ⅲ 行政コスト 87,133,778

（令和７年４月１日～令和８年３月３１日）

科　目 金　額
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（承継勘定） （単位：円）

経常費用

一般管理費

役職員人件費 46,008,610

雑給 4,262,444

賞与引当金繰入 3,551,426

退職給付費用 △ 4,837,892

業務委託費 1,349,450

賃借料 12,503,535

減価償却費 2,412,260

その他一般管理費 21,806,587 87,056,420

財務費用

支払利息 77,358 77,358

　経常費用合計 87,133,778

経常収益

資産見返運営費交付金戻入（注） 300,112

貸倒引当金戻入 36,731,524

財務収益

割賦譲渡利息 140,969,681

その他の受取利息 5,886,984 146,856,665

雑益 17,814,509

　経常収益合計 201,702,810

　経常利益 114,569,032

　当期純利益 114,569,032

　前中期目標期間繰越積立金取崩額（注） 1,131,238

　当期総利益 115,700,270

　（注）は、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目であります。

損益計算書
（令和７年４月１日～令和８年３月３１日）

金　額科　目
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(単位：円）

除売却差額相当
累計額（－）

うち
当期総利益

481,827,123 481,827,123 △ 22,191,400 △ 22,191,400 570,636,138 - 446,665,057 - 1,017,301,195 1,476,936,918

Ⅰ　資本金の当期変動額

Ⅱ　資本剰余金の当期変動額

Ⅲ　利益剰余金の当期変動額

（１）利益の処分又は損失の処理

　　　利益処分による積立 446,665,057 △ 446,665,057 - -

（２）その他

　　　当期純利益 114,569,032 114,569,032 114,569,032 114,569,032

　　　前中期目標期間繰越積立金取崩額 △ 1,131,238 1,131,238 1,131,238 - -

- - - - △ 1,131,238 446,665,057 △ 330,964,787 115,700,270 114,569,032 114,569,032

481,827,123 481,827,123 △ 22,191,400 △ 22,191,400 569,504,900 446,665,057 115,700,270 115,700,270 1,131,870,227 1,591,505,950

資本剰余金
合計

前中期目標期間
繰越積立金

（承継勘定）

区　　　分

Ⅰ　資本金 Ⅱ　資本剰余金 Ⅲ　利益剰余金

積立金 当期未処分利益
利益剰余金

合計

純資産変動計算書
（令和７年４月１日～令和８年３月３１日）

当期末残高

当期首残高

当期変動額

当期変動額合計

純資産
合計

政府
出資金

資本金合計

その他行政
コスト累計額

-4-



（承継勘定） (単位：円)

金　額

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

役職員人件費支出 △ 52,798,325

その他の業務支出 △ 38,908,502

割賦譲渡元金の回収による収入 130,811,957

貸付金の回収による収入 9,300,651

その他の業務収入 19,863,641

小　計 68,269,422

利息の受取額 146,659,941

利息の支払額 △ 77,358

　業務活動によるキャッシュ・フロー 214,852,005

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △ 2,000,000,000

定期預金の払戻による収入 1,500,000,000

有形固定資産の取得による支出 △ 147,444

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 500,147,444

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △ 993,191

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 993,191

Ⅳ　資金増加額（△資金減少額） △ 286,288,630

Ⅴ　資金期首残高 820,367,279

Ⅵ　資金期末残高 534,078,649

（令和７年４月１日～令和８年３月３１日）

科　目

キャッシュ・フロー計算書
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利益の処分に関する書類（案）

（承継勘定） （単位：円）

Ⅰ　当期未処分利益 115,700,270

115,700,270

Ⅱ　利益処分額 115,700,270

115,700,270

（令和８年３月３１日）

科　目 金　額

　　　当期総利益

　　　積立金

-6-



（承継勘定） 

注記事項 

 

〔重要な会計方針〕 

  「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」（令和３年９月 21 日改

訂）並びに「『独立行政法人会計基準』及び『独立行政法人会計基準注解』に関する Q＆

A」（令和４年３月最終改訂）を適用して、財務諸表等を作成しております。 

 

１．減価償却の会計処理方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く。）  

定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は、以下のとおりです。  

建物附属設備         6～15 年 

工具器具備品         2～15 年 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く。） 

定額法を採用しております。 

なお、法人内利用のソフトウェアの耐用年数については、法人内における利用可能

期間（５年）に基づいております。 

 (3) リース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

２．賞与引当金の計上基準 

役員及び職員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち、当事業年度に負担

すべき金額を計上しております。 

 

３．退職給付に係る引当金の計上基準及び退職給付費用の処理方法 

(1) 退職一時金 

役員及び職員の退職給付に備えるため、期末自己都合要支給額を退職給付債務とす

る方法を用いた簡便法を適用しております。 

 (2) 企業年金基金から支給される年金給付 

役員及び職員の退職給付に備えるため、経済産業関係法人企業年金基金への掛金及

び年金基金積立不足額について、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しております。 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属さ

せる方法については期間定額基準によっております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における職員の平均残存勤務期間内の一

定の年数（５年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から

費用処理することとしております。 

また、過去勤務費用は、発生年度において一括処理しております。 
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４．貸倒引当金の計上基準 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し

ております。 

 

５．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

〔貸借対照表に関する事項〕 

１．金融商品関係 

(1) 金融商品の状況に関する事項 

 ① 金融商品に対する取組方針 

承継勘定においては、旧環境事業団から承継された建設譲渡事業及び貸付事業に

係る債権の管理回収を行っており、資金運用については、短期的な預金等に限定し

ております。 

 ② 金融商品の内容及びリスク 

承継勘定が保有する金融資産は、主として建設譲渡事業に係る割賦譲渡債権と貸

付事業に係る貸付金債権です。これらは国内の地方公共団体や法人等に対するもの

であり、契約先の債務不履行によってもたらされる信用リスクにさらされておりま

す。 

 ③ 金融商品に係るリスク管理体制 

信用リスクの管理は、債権管理回収に係る諸規程に基づき割賦譲渡元金債権及び

貸付金債権の債務者の信用情報管理、内部格付、返済金の入金管理、保証や担保の

設定、問題債権への対応等の与信管理に係る体制を整備して運用しております。 

 (2) 金融商品の時価等に関する事項 

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり

です。また、現金は注記を省略しており、預金は短期間で決済されるため時価が帳簿

価額に近似することから、注記を省略しております。 

貸借対照表計上額 時価 差額

①　割賦譲渡元金 33,099,341 33,243,028 143,687

②　敷金保証金 81,541,920 67,740,421 △ 13,801,499

③　破産更生債権等 149,076,212

　 　貸倒引当金 △ 130,036,212

19,040,000 19,040,000 ―

（単位：円）

 
 

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に

応じて、以下の三つのレベルに分類しております。 
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レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場

価格により算定した時価 

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なイ

ンプットを用いて算定した時価 

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、そ

れらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位

が最も低いレベルに時価を分類しております。 

       

［資産］ 

① 割賦譲渡元金 

一般債権については、元利金の合計額を同様の新規建設譲渡をしたと仮定した場

合に想定される利率で割り引いて算定しており、レベル２の時価に分類しておりま

す。また、貸倒懸念債権については、担保及び保証による回収見込額等に基づいて

貸倒見積高を算定しているため、時価は決算日における貸借対照表価額から現在の

貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額をもって時価としております。

当該時価はレベル３の時価に分類しております。 

② 敷金保証金 

    敷金保証金については、過去の事務所移転等の実績に基づいて返還予定時期を想

定し、見積残存期間に対応する国債の利回りで割り引いた現在価値を用いて算定す

る方法によっており、レベル３の時価に分類しております。 

③ 破産更生債権等 

破産更生債権等については、担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見

積高を算定しているため、時価は決算日における貸借対照表価額から現在の貸倒見

積高を控除した金額に近似しており、当該価額をもって時価としております。当該

時価はレベル３の時価に分類しております。 

 

２．退職給付関係 

(1) 採用している退職給付制度の概要 

当法人は、役員及び職員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付制

度及び確定拠出制度を採用しております。 

積立型の確定給付企業年金及び確定拠出企業年金は、経済産業関係法人企業年金基

金に加入しております。 

非積立型の退職一時金制度では、退職給付として、「独立行政法人環境再生保全機

構役員退職手当規程」（平成 16 年規程第９号）と「独立行政法人環境再生保全機構職

員退職手当規程」（平成 16 年規程第 10 号）に基づいた一時金を支給し、簡便法によ

り退職給付引当金及び退職給付費用を計算しております。 
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(2) 確定給付制度 

① 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表（③に掲げられたものを除く。） 

（単位：円） 

a.期首における退職給付債務 42,510,347 

b.勤務費用 755,719 

c.利息費用 493,120 

d.数理計算上の差異の当期発生額 △8,857,740 

e.退職給付の支払額 △1,870,131 

f.過去勤務費用の当期発生額 ― 

g.制度加入者からの拠出額 169,078 

h.期末における退職給付債務（a～g） 33,200,393 

 

② 年金資産の期首残高と期末残高の調整表 

（単位：円） 

a.期首における年金資産 55,473,323 

b.期待運用収益 6,712,272 

c.数理計算上の差異の当期発生額 △ 3,292,057 

d.事業主からの拠出額 1,123,619 

e.退職給付の支払額 △ 1,870,131 

f.制度加入者からの拠出額 169,078 

g.期末における年金資産額（a～f） 58,316,104 

 

③ 簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表 

（単位：円） 

a.期首における退職給付引当金 78,911,489 

b.退職給付費用 2,535,001 

c.退職給付の支払額 △ 23,433,049 

d.期末における退職給付引当金（a～c） 58,013,441 

 

④ 退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び 

前払年金費用の調整表 

（単位：円） 

a.積立型制度の退職給付債務 33,200,393 

b.年金資産  △ 58,316,104 

c.積立型制度の未積立退職給付債務（a+b） △ 25,115,711 

d.非積立型制度の未積立退職給付債務 58,013,441 

e.小計（c+d） 32,897,730 

f.未認識数理計算上の差異 10,692,268 
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g.貸借対照表に計上された負債と資産の純額（e+f） 43,589,998 

h.退職給付引当金 58,013,441 

i.前払年金費用 △ 14,423,443 

j.貸借対照表に計上された負債と資産の純額（h+i） 43,589,998 

 

⑤ 退職給付に関する損益 

（単位：円） 

a.勤務費用 755,719 

b.利息費用 493,120 

c.期待運用収益 △ 6,712,272 

d.数理計算上の差異の当期費用処理額 △ 2,037,313 

e.過去勤務費用の当期費用処理額 ― 

f.簡便法で計算した退職給付費用 2,535,001 

g.合計（a～f） △ 4,965,745 

 

⑥ 年金資産の主な内訳 

年金資産に対する主な分類ごとの比率は次のとおりです。 

a.債券 42％ 

b.株式 36％ 

c.保険資産（一般勘定） 4％ 

d.その他 18％ 

e.合計（a～d） 100％ 

 

⑦ 長期期待運用収益率の設定方法に関する記載 

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在の年金資産の配分、過去の

運用実績、運用方針及び市場の動向を考慮しております。 

 

⑧ 数理計算上の計算基礎に関する事項 

期末における主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表しています。） 

a.割引率 2.86％ 

b.長期期待運用収益率 12.1％ 

 

(3) 確定拠出制度 

確定拠出制度への拠出額は、127,853 円です。 
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３．減損会計関係 

(1) 固定資産（電話加入権）の減損について 

① 減損を認識した固定資産の種類、帳簿価額等の概要 

 

② 減損の認識に至った経緯 

市場価格が下落している状況にあるため。 

③ 損益計算書における計上金額 

回収可能サービス価額が帳簿価額を上回っているため、減損損失は計上しており

ません。 

④ 回収可能サービス価額の概要 

ＮＴＴ東日本の公定価格 36,000 円（１回線当たり）を再調達価額とした使用価

値相当額が正味売却価額（31 千円）を上回るため、使用価値相当額（756 千円）を

回収可能サービス価額としております。 

 

〔行政コスト計算書に関する事項〕 

１．独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 

  行政コスト                   87,133,778 円  

  自己収入等                 △ 201,402,698 円  

  機会費用                  10,866,894 円 

  独立行政法人の業務運営に関して 

  国民の負担に帰せられるコスト      △ 103,402,026 円 

 

２．機会費用の計上方法 

(1) 政府出資又は地方公共団体出資等から生ずる機会費用の計算に使用した利率 

10 年利付国債の令和８年３月末利回りを参考に 2.345％で計算しております。 

(2) 国からの出向者から生ずる機会費用の計算方法 

当該職員が国に復帰後退職する際に支払われる退職金のうち、独立行政法人での勤    

務期間に対応する部分について、給与規則に定める退職給付支給基準等を参考に計算

しております。 

 

〔損益計算書に関する事項〕 

ファイナンス・リース取引が損益に与える影響額 

ファイナンス・リース取引が損益に与える影響額は、67,091 円であり、当該影響額を

除いた当期総利益は、115,633,179 円であります。 

 

  

用途 種類 場所 回線数 帳簿価額 

通信設備 電話加入権 神奈川県川崎市 21 273,000 円 

  （１回線当たり 13,000 円） 
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〔キャッシュ・フロー計算書に関する事項〕 

資金の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金 1,534,078,649 円 

定期預金 △ 1,000,000,000 円 

   資金期末残高   534,078,649 円 

 

〔重要な債務負担行為〕 

重要な工事請負契約、物品購入契約等 

１．情報システム基盤等の更改及び運用保守業務 

２．事務所借上料及び共益費 

１．及び２．に係る契約については、独立行政法人環境再生保全機構に関する省令

（平成 16 年環境省令第 11 号）第 11 条の規定に基づく他の勘定と共通的な経費にお

ける契約であり、現時点において、承継勘定に係る債務負担行為額が確定できないた

め、法人単位の重要な債務負担行為に総額を記載しております。 

 

〔重要な後発事象〕 

該当事項はありません。 
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（承継勘定）

附　属　明　細　書

１．固定資産の取得及び処分並びに減価償却費及び減損損失累計額の明細 （単位：円）

当期減損額

― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

２．引当金の明細 （単位：円）

３．貸付金等に対する貸倒引当金の明細 （単位：円）

４．退職給付引当金の明細 （単位：円）

退職給付債務合計額

退職一時金に係る債務

企業年金基金に係る債務

制度加入者からの拠出額

年金資産

退職給付引当金（注）

（注）　退職給付引当金の期首残高及び期末残高には、前払年金費用が含まれております。

25,303,180

78,911,489 2,535,001

当期減少額

4,712,912

当期増加額

―

―

33,099,341

196,724

△ 2,037,313

―

　

貸倒引当金の残高

―

期末残高

期首残高

―

―

3,551,426

割賦譲渡元金

322,299,233

△ 63,261,084

　一般債権

225,687,736 △ 76,611,524

計

90,110,000

6,250,425

166,767,736149,076,212

　一般債権

166,767,736

273,000

△ 4,221,129

△ 36,731,524

42,510,347

58,013,441

―

3,551,426

当期増減額

3,551,426

1,870,131 33,200,393△ 7,439,823

期末残高
その他

―△ 4,191,084

1,538,191702,258

273,000

―

273,000
無形固定資産

合計

―

―

―

2,059,341

6,755,748

期首残高

摘　　要

447,796

目的使用

81,541,920

86,680,381

96,360,425

― ―

―

23,433,049

摘　　要

△ 4,904,822

―

31,040,000

貸付金等の残高

6,755,748

△ 139,675,884 △ 36,731,524182,623,349

87,945,572

無形固定資産
（減価償却費）

その他無形固定資産 273,000 ― ―

―

― ― ―273,000 273,000

計 313,028,734

― ― 87,945,572

―

非償却資産

前払年金費用

計

計

8,624,365

10,457,522

― 87,945,572

19,778,727

計

―

30,131,396

ソフトウェア

敷金保証金

計

81,541,920―

その他無形固定資産

―

92,082

―

ソフトウェア

30,236,249

87,945,572

3,893,888工具器具備品

702,258

6,412,970

1,265,191

1,265,191

86,680,381

6,563,634 1,240,212

23,823,279 1,710,002

702,25886,680,381

2,519,08217,259,645

期首残高

19,765,956

―

10,457,522

30,236,249104,853

―

当期減少額

92,082

12,771 ―

当期増加額

19,765,956

減価償却累計額

当期償却額

19,778,727 17,259,645 469,790

差引当期末
残高

1,240,212

―

1,710,002

有形固定資産
合計

減損損失累計額

469,790

摘 要

6,412,970

6,563,634

23,823,279

建物附属設備

資産の種類

建物附属設備

工具器具備品 10,365,440
有形固定資産
（減価償却費）

計

12,771

10,365,440

104,853

2,519,082

3,893,888

期末残高

投資その他の
資産

30,131,396

702,258

14,423,4435,799,078

1,265,19187,945,572

―

―

―

― ― 149,076,212 (注１)

88,218,572

―

―

―88,218,572 ―

―

（注）　貸倒引当金の算定方法は、「重要な会計方針」の「４．貸倒引当金の計上基準」に記載しております。

273,000―

未収収益

―273,000

86,680,381

―14,423,443

273,000

― ―

87,945,572

81,541,920

25,301,284

破産更生債権等

130,036,212

91,213,834

区　　　分 期首残高

43,589,998

未認識過去勤務費用及び未認識数理計算上
の差異

73,112,411

―

55,473,323 58,316,104

△ 7,163,898 △ 10,692,268

169,078

121,421,836

169,078

△ 5,565,683

1,870,131

期末残高

251,072

当期減少額

期末残高

6,755,748 3,551,426

―

251,072 196,724

447,796

賞与引当金

130,036,212

摘　要

当期増加額

区　　分

区　　分

　貸倒懸念債権

―

△ 59,070,000

6,755,748

―

期首残高

76,611,524 245,041,5758,624,365 245,041,575

計

当期増減額

（注１）　同一の種類のものについて貸借対照表の総資産の１％を超える額の減少があったものは以下の通りです。
　破産更生債権等：債権の回収76,611,524円

―

―

破産更生債権等 225,687,736 ― 76,611,524 149,076,212

―
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５．役員及び職員の給与の明細 （単位：千円、人）

（注）　１．役員に対する報酬及び退職手当は、役員報酬規程及び役員退職手当規程に基づいて支給しております。
　　　　　　職員に対する給与及び退職手当は、職員給与規程及び職員退職手当規程に基づいて支給しております。
　　　　２．支給人員数は、年間平均支給人員数によっております。
　　　　３．非常勤の役員及び職員については、外数で（　）で記載しております。
　　　　４．支給額及び支給人員数には各勘定で按分して負担している全ての役員及び共通部門の人員（48人）が含まれております。
　　　　５．中期計画における人件費は、役員報酬、職員基本給及び職員諸手当（賞与支給額を含む）並びに超過勤務手当であり、
　　　　　附属明細書における報酬又は給与は、中期計画と同様であります。なお、法定福利費（共済掛金を含む）については、中期
　　　　　計画、附属明細書共に含まれておりません。
　　　　６．退職手当は、中期計画では含まれておりませんが、附属明細書では退職一時金に係る支給額であります。
　　　　７．金額は千円未満切捨てにて記載しております。

６．上記以外の主な資産及び負債の明細

　　現金及び預金 （単位：円）

534,078,649

摘　　要

退職手当報酬又は給与

役　　員
(64) (―)

支給人員 支給人員

45 2

5

金　　額

2,481

(―)

支　給　額 支　給　額
区　　分

合　　計

職　　員

1,222

区　　分

(1)

―

(―) (―)

35,751

(―)(―)

2

(64)

普通預金

1,534,078,649

1,000,000,000

36,973

―

(1) (―) (―)

2,481

50

定期預金

計
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